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１．はじめに 
大都市圏では、地震により甚大な被害が生じることは自明

ではあるが、実際に耐震補強等の具体的な策を取るケースは

少ない。近年、リスクに関する経済的な側面での研究が急速

に進んできており、地震リスクマネジメントは、耐震対策の

意思決定法として定量的に評価するのに有効な手法であると

考えられる。本研究では東京都を対象として、関東周辺で地

震が発生したと想定し、町丁目ごとリスク評価を行い、これ

に対する耐震対策案を考え、耐震対策を行う前後での損失期

待額の変化について考察を行う。 

2. 地震リスク評価手法 

 今回、複数建物の地震リスク評価手法として阿知波ら 1)の

手法を用いた。これは、多数のシナリオ地震に発生頻度や発

生確率を与えて解析し、すべての建物に対し推定損害を算出

する。その上で、リスクカーブを求めてリスクの評価を行う

もので、建物ｉ棟、シナリオ地震 j 個を対象として図 1 に示

す流れにより求める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここで、個々のシナリオ地震による被害額にその地震の起

こる確率を乗じることで、その地震による損失期待額を求め

ることができる。 

 
 
 
 

損失期待額をシナリオ地震ｊ個に対しループをかけることで

地域全体に対する損失期待額が求まる。 
つぎに各地震の年間発生率からその累積確率であ

る年間発生超過確率を下式により算出する。 

 
 
 
 
 
 
 
2.1 シナリオ地震 

 シナリオ地震となりうるデータは、神田 2)に従い、地震の

破壊面が設定できないものとできるものとに分け、さらに設

定できるものは活断層地震とプレート境界地震に分類した。 

 まず、破壊面が設定できないものについては、地震の活動

度が一定とみなせ、式(3)の G-R 式に従って空間的、時間的に

ランダムに発生すると考えられる地震域を設定する。 

 
 
 

 

また、文献 3)より、ある程度震源を特定するため、ここで

は地震域の範囲を面積が約 270ｋ㎡となるようメッシュ分割

する。このメッシュごとで、ポアソン過程に従うとして地震

発生率を算出する。なお、マグニチュードは 5≦M≦6.5 の場

合のみを考慮し、5.3≦M≦6.7 を M=5.0、5.8≦M≦6.2 を M=6.0、

6.3≦M≦6.7 を M=6.5 としている。 
 破壊面が特定できる活断層地震およびプレート境界地震で

は、最新活動時期からの経過時間を考慮し、地震発生確率が

算出される。ここでは、マグニチュード 5.5≦M≦6.5 を M=6.0、

6.5≦M≦7.5 を M=7.0、7.5≦M≦8.5 を M=8.0 とし、地震動発生

間隔のばらつきは BPT (Brownian Passage Time)分布による

ものとする。 

今後Ｔ年間で活動する条件付確率 Pn は、 
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で評価される。信頼度関数 ( )tφ は、 
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図 1. 評価フロー概要 

E ：全分析対象物の年間損失期待額 

iL ：地震 i による全損失額、
ip ：地震 i の年間発生確率 

(1) 

iP ：地震 iの年間発生超過確率 

ip ：地震 i の年間発生確率の年間発生確率 

(2) 

MbAMN ⋅−=)(log
N(M)：マグニチュード M 以上の地震の発生頻度 
A・B：係数 

(3) 
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ここに、Te は平均活動間隔、Tp は最新活動からの経過時間

である。α は活動間隔ばらつきの変動係数で、ここでは

0.244)とする。φは標準正規分布の累積確率分布関数である。 

2.2 建物被害推定の算定 

ここでは、地表面速度については、安中ら 5)による最短距

離式を用いた距離減衰式を適用、増幅率は松岡ら 7)の手法に

より求め、そこでの地形分類は久保ら 6)のものを用いた。ま

た建物データについては東京都建設局のデータ 8)を、建物全

損率は地震被害想定支援マニュアル 9)の式を用い、算出した。

以上から、木造・非木造別建築年代別に町丁目ごとの 30 年

超過確率を算出する。 

3.リスク軽減策に関する考察 

清家ら 10)に従い以下の 7 つのカテゴリー別に耐震投資戦略

の検討を行う。 

Case(0): 何も対策を行わない。 

Case(1): 1970 年以前の木造を非木造に建て替える。 

Case(2): 1970 年以前の木造を耐震改修する。 
Case(3): 1971 年以降の木造を非木造に建て替える。 

Case(4): 1971 年以降の木造を耐震改修する。 

Case(5): 1980 年以前の RC を耐震改修。 

Case(6):1980 年以前の鉄骨,軽量鉄骨を造耐震改修。 

何も策を施さない case(0)のときと比較し、30 年間の累積損

失期待値がどの程度低下したかで各投資効果が分かる。なお、

復旧及び耐震投資に掛かる費用は表１に示す値を用いた。 

その結果、図 2、及び表 2 に示すように最も効果的とさ

れるケースの分布が得られた。また全ての町丁目において

最善策を行った場合の効果、及び費用対効果を表 3 に、それ

ぞれのリスクカーブを図 3 に示した。今回は、表 3 からわか

るように費用対効果はマイナスの値が出てしまったが、リス

クカーブをみることで、同じ 30 年超過確率確率において損

失期待額は、いずれの場合も下がっていることがわかる。 

4.まとめ 

本研究では東京都 23 区を対象に町丁目単位でリスク評価

を行った。今回のように直接的な被害のみを考慮した場合に

はいずれの場合も有効であるという結果が得られなかった。

しかし実際の地震被害というものは、今回検討したような一

次的な被害のみでなく、火災等による二次災害、及びプレフ

ァブ建設費や瓦礫等撤去料検討が必要であるというのが大き

な原因であると考えられる。大会当日にはこれらを考慮した

結果を発表する予定である。 
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建て替え 改修

木造 15 30
非木造 1 4

表 1. 耐震投資に掛かる費用 10) 

図 2. 各町丁目における最善策(東京都２３区)

case(1) case(2) case(3) case(4) case(5) case(6)
0 1196 0 1104 263 516

表 2. 各最善策をとる町丁目数 

 表 3. 23 区全体での耐震対策の効果 

(万円/㎡)

(億円) 
case(0)の
損失期待値

最善策での
損失期待値

差額
耐震補強に
掛かる費用

費用対効果

4971.8 2375.4 2596.4 5884.3 -3288.0
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図 3. 対策前後での 23 区全体のリスクカーブの変化
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